
 

 

 

 平成３０(２０１８年) ９月 第３５号 討議資料 

  プロフィール(現在の役職) 

●市 会 横浜市会議員 5 期、神奈川県内広域水道企業団議会議員 

     政策・総務・財政委員会、郊外部再生・活性化特別委員会 

●自民党 自民党横浜市支部連合会 幹事長、自民党泉区連合支部 支部長 

●その他 横浜市ボウリング協会 会長、親善交流ジュニアリーグ野球連盟 会長 

     学童野球北部球友会 会長、横浜市早朝野球連盟 副会長 

     全日本不動産協会 横浜支部 顧問、横浜市管工事協同組合 顧問、 

     神奈川県宅地建物取引業協会 横浜西部支部 顧問、 

     (一社)横浜市地質調査業協会 顧問、(一社)神奈川県測量設計業協会 顧問 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

                          

                

                           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

発行元：自民党泉区第五支部 

横浜市会議員  市政レポート  
みつる 

01 マクロ経済の改善 

横浜市会議員 かじむら充 

56 兆円増 11.3％増 

 2012年（10～12月期）                2018年（1～3月期）                                                               

492.9 兆円      548.7 兆円 

物価上昇を除いた実質でも 36兆円増(7.2％増) 

名目 GDP 
（国内総生産） 

31.0 兆円増 

 2012年度                         2017年度                                                              

50.4 兆円        81.4 兆円 

過去最高 

企業収益 

15.1 兆円増 

 2012 年度                         2017年度                                                              

71.9 兆円        87.0 兆円 

リーマンショック前を超える 

設備投資 

31％減少 

 2012年                           2017年                                                             

12,124 件       8,405 件 

27年ぶりの低水準 

倒産件数 

99 円増 

 2012年度                       2017年度                     

749 円         848 円 
5年連続で大幅引き上げ 最低賃金（加重平均額） 

安倍政権が誕生したのは、平成 12年 12月 26 日。【平成 30年 9月は、自民党総裁選があります】 

 アベノミクスの推進により日本経済は大きく改善した。 
そのアベノミクスにより実現してきた、力強い日本経済の姿をお伝えします。 

 

〒245-0013 横浜市泉区中田東 3-19-5 

TEL 045-806-1051 FAX 045-806-1053 

 

日々、つぶやいてます！ 

かじむら充 事務所 
みつる 

裏面につづく 



 

 

 

 

 

 

02 一億総活躍社会の実現 

201 万人増 

 2012 年                     2017年                                                               

2,657 万人      2,858 万人 

2013 年以降大幅に増加 

女性の 

就業者数 

2.4 倍 

 2012 年                     2017年                                                             

630 名       1,510 名 

2013 年以降大幅に増加 
 

上場企業
の 

女性役員数 

59.3 万人分拡大 

 2013 年                          2018年                                                            

240.9 万人分     300.2 万人

 

以前の 2.5倍以上のハイペース 

保育の 

受皿 
27 万円増 

 2012 年                           2017年                                                             

315 万円         342 万円 

5年間で 11.3％の処遇改善を実施 

保育士の 

年収 

200 万人増

し 

 2012 年                    2017年                                                              

607 万人        807 万人 
過去最高 高齢者（65歳以上）の就業者数 

03 地方創生、地域活性化 

 1963年の統計開始以来初めて                                                             

すべての都道府県で 1倍以上 

1人の求職者に対して、1人分以上の職 

有効求人

倍率 
2,033 万人増 

 2012年                         2017 年                                                             

836 万人       2,869 万人 

5年連続過去最高更新 

訪日外国人 

旅行者数 

10.7 倍 

 2012年 4月                     2018年 4月                                                              

4,173 店      44,646 店

 

過去最高 

消費税 

免税店数 

3.3 兆円増 

2012年                        2017年                                                              

1.1 兆円        4.4 兆円 

過去最高 

訪日外国人 

旅行消費額 

04 海外の成長市場との連携 

4.8 兆円増 

 2012 年度                         2017年度                                                             

4.2 兆円          8.9 兆円 

投資残高の増加に伴い収益も拡大 

直接 

投資収益 

11 兆円増 

2010年                          2016 年                                                             

10 兆円          21 兆円 

2.1倍に 

日本企業の

インフラシ

ステム受注 

1.8 倍 

 2012 年                         2017 年                                                             

4,497 億円      8,071 億円 

5年連続過去最高更新 

農林水産物 

食品輸出額 

労働供給効果（就業者数の増加） 

約29 万人 
（約 0.5％） 

GDPの押し上げ効果 

約5 兆円 
（約 1.0％） 

日 EU・EPA

の 

経済効果 

※出典：政府広報 『データで見るアベノミクス 2018年 7月版』 

2.5 倍 

 2012 年                    2017年                                                              

1,105 回       2,764 回 
過去最高 日本港湾へのクルーズ船の寄港回数 

TPPの経済効果 

GDPの押し上げ効果 

約8 兆円 （約 1.5％） 

労働供給効果（就業者数の増加） 

約46 万人 （約 0.7％） 


